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204-衆-予算委員会公聴会-1 号 令和 3 年 2 月 24 日 

 

○金田委員長 次に、宮川伸君。 

○宮川委員 立憲民主党の宮川伸でございます。 

 本日は、四人の公述人の先生方から非常に貴重な御意見をいただきまして、誠にありがとうございま

す。大変参考になりました。 

 時間の関係で、すぐに質問に入りますが、まず最初に、逢見公述人にちょっと御質問したいと思いま

す。 

 御意見の中で、格差の問題、そして所得再分配機能の強化ということをおっしゃられていました。これ

は、所得税の問題で、一億円ぐらいの収入の方以上の高所得者の方の所得税率が下がっていく、これは株

の部分だということで、金融所得課税の強化が必要だというお話をされていました。これと同じように、

よく法人税の話もされます。これは、大企業においていろいろな税の優遇措置がありまして、そのために

大企業の法人税率が下がっているということも指摘を受けております。 

 そういった中で、もう一つ、お話の中で、デジタルの部分やグリーンリカバリーの部分、これからの日

本をどうつくっていくかということで、新しい分野を力強く進めていかなきゃいけない、こういったお

話もあったと思います。 

 この新しい分野をつくっていく上で、じゃ、政府としてどういうふうに、国としてどういうふうにサポ

ートしていくか。 

 こういった中でよく出てくるのが、今までも出てきておりますが、政策減税の問題です。やはり、税金

を下げるから、グリーンリカバリー、カーボンニュートラルに事業を移してくださいよ、デジタルを進め

てくださいよ、こういった税の部分で優遇策を出して事業を進めていくということが考えられます。今

回もいろいろな案が出てきています。一方で、例えばカーボンニュートラルでいうと、炭素税だとか、炭

素をたくさん出すと出費が増えますよ、だから抑えてくださいというような形もあると思います。 

 この税の平等性を含めた上で、こういうこれからのデジタルやグリーンリカバリー、どういうふうに

企業に対して国が後押ししていけばいいか、ちょっと御意見をいただければと思います。 

○逢見公述人 政策減税については、あるべき方向に向けて政策的に誘導する手段の一つとしてこれま

でも使われてきましたし、今後も使われる必要があると思います。ただ、租税特別措置というのは時限的

なものがあって、常にその効果を検証しながら、それを続けるべきか、あるいは更に拡充すべきかという

ことは議論して、最も効果のあるやり方でやっていく必要があると思います。 

 デジタル化、それからグリーン化というのは、長期的には世界の中でも日本が後れを取らないように、

特に環境の問題については、先進国としてむしろそれをリードしていくぐらいの気構えが必要だと思い

ます。 

 ただ、炭素税のような、炭素に価格をつけるということについては、これは一気にやりますと、そこで

失われる雇用もあります。私たち連合は、あるいは国際的な労働組合は、公正な移行、ジャストトランジ

ションと言っていますが、そうした転換に伴って失われる雇用と新たに生まれる雇用をうまくマッチン

グしながら、そのことによって失業者が大量に発生することを防いでいくということが必要なので、炭

素税の議論についても、そうしたソフトランディングを考えながら全体のあるべき方向に向けて動いて

いくということが必要になってくると思います。それは、税だけの問題だけではなくて、雇用の問題にも
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十分な配慮が必要だということであります。 

○宮川委員 ありがとうございます。 

 次に、岩本公述人にお伺いしたいと思います。 

 我が党は、コロナの政策ですけれども、今ゼロコロナ政策というのを提案しています。これは、中途半

端に緩めることで感染がまた増えてきてしまう、感染が繰り返すようなことがないように、しっかりま

ずは命を守る。その間の事業者に対する要請に対してはしっかり支援をするということでありますが、

今ちょうどこの緊急事態宣言が、解除するかどうかというような議論が出てきています。 

 今、関西の方は特に出てきておりますが、今の、どのぐらいの状況で緊急事態宣言を解除しても増えな

いか。その中で、私が一つ気になっているのは、変異体、イギリス等の変異体の問題です。その変異体が

今どのぐらい市中感染しているかが不明確ですが、ある程度ありそうだと。 

 ここで、それがだんだんばっと増えてくる可能性があるんじゃないかという懸念も含めて、緊急事態

宣言の解除に関してコメントいただければと思います。 

○岩本公述人 当初の、第一波、第二波というか、その頃は、要するに、どこを緩めてどこを引き締めれ

ばいいのかというのが、なかなかはっきりしていなかったというふうに思います。 

 ただ、だんだん今度のようになってくると、やはり高齢者が非常に悪くなりやすいというのは、ますま

すよりはっきりしてきていますので、そこの部分を守れる状況であれば、これはやはり、今度の場合、経

済がなかなか、飲食とか、非常にそこを、別の産業を見つけられるとかそういうところではないですの

で、その間どうしても、要するにそちらを動かさないと、病気の対策だけでやっていけないので。 

 二律背反というのを緩められるところというのは出てきて、やはりそれでも、多いところというのは、

緩めちゃうと、まさにどんどん対策をきつくしないと感染者が増えて死亡者も増えるということがある

と思います。今だんだん地域的な重点化というのは起こりつつあるというふうに思っていて、今、大体、

自治体の方の、地域の連携の方でそういう動き方になってくるのは自然な在り方ではないかなというふ

うに僕は思っています。 

 もちろん、これは揺れ戻しはあり得るとは思いますけれども、その辺りを注意しながら、やはり今の経

済を動かさなきゃいけない部分というのは出てくるだろうと思います。 

○宮川委員 ありがとうございます。 

 もう一度、逢見公述人に御質問したいと思います。雇用の問題です。 

 先ほど、個人の力ではどうにもならないという事例も出てきているということですが、今回のコロナ

によって、やはり社会のゆがみといいますか、社会構造の弱いところが本当に顕在化をしていると思い

ます。失業してしまった、そして、今、ハローワークにも多くの方々が来ているということを聞いていま

す。 

 そういった中で、特に非正規の雇用の方々の問題についてちょっとお伺いをしたいんですけれども、

具体的な例があった方が分かりやすいのでお話しすると、例えばハローワークで働いている方、たくさ

ん今雇用の相談で来ているんだけれども、その窓口で働いている方々自体が非正規雇用で、一年間で更

新になっている。それで、お子さんもいて、収入がなくなると困るんだけれども、四月以降の職に関して、

もう二月の終わりですけれども、継続できるかどうか、いまだに発表してもらえないというようなこと

があるようです。 

 そういった方々が、雇用の波で、埋まっているならいいんですけれども、ずっと何万人も同じ数が雇わ
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れているということで、十年ぐらいそれが繰り返されている。そういった雇用が本当に正しい雇用の在

り方なのか、こういった非正規雇用の問題について、どのようにこのコロナの経験も踏まえて思われる

かということをお話しいただけますでしょうか。 

○逢見公述人 非正規雇用については、働き方改革の中でも、短期に雇用を反復継続するということで

はなくて、一定期間を過ぎたら期限のない、期間の定めのない雇用に転換するというルールができてき

て、徐々にではありますけれども、そうした人たちの雇用不安を取り除くような法律、制度はできてきて

います。 

 ただ、御質問の公務に関わる人たちは、これはちょっと民間とは違う問題があって、公務員には定数が

あるものですから、しかし、その定数の中では仕事が賄い切れない、そこで臨時的に雇う人がいるんです

が、これは財政年度の限界があって、必ず一財政年度の期間で契約を終えなきゃいけない。 

 その次の年にまた継続して、反復して雇われる人もいますけれども、これが、民間というか、労働契約

法とか有期・パート法といった法律がそのまま適用されていないのではないかという問題があって、い

わばはざまにいる人たちなんですね。こういう公務の中で非正規でいる人たちがこうした法律のはざま

にいて苦しんでいるということは実態としてありますので、こうした問題に取り組んでいかないといけ

ないと思います。 

 非常に大事な仕事、今、ハローワークの件を言いましたけれども、窓口で大変献身的に頑張っている人

たちがいるんですが、そういう人たちの雇用の不安、処遇の低さということが問題になっているという

ことは私どもも理解しております。 

○宮川委員 もう一度、岩本公述人、お願いします。ワクチンです。 

 ワクチンで、絵も示してくださいましたが、今回のワクチンはメッセンジャーＲＮＡワクチン、新しい

タイプのワクチンだということでありますが、まず一つは、今、ワクチンがなかなか入ってこないんじゃ

ないかという懸念があるわけですけれども、日本で発明して日本で作ればいいわけで、なぜこのメッセ

ンジャーＲＮＡワクチンの開発に日本はこんなに遅れてしまったのか。 

 それとともに、私はせめて製造施設は日本で造っていくべきじゃないかという気がしているんですが、

ただ、いろいろな規制があるので、今回のコロナワクチン、ＣＯＶＩＤ―19 では間に合わないかもしれ

ない。でも、今後のことを考えた場合、このメッセンジャーＲＮＡワクチンが主流になるなら、今からこ

の製造施設に関しては投資をして造って、次に違うタイプが来てもすぐ作れるようにすべきじゃないか

と思うんですが、御意見をお願いします。 

○岩本公述人 おっしゃるとおりだと思います。 

 ただ、恐らく、ＲＮＡという言葉しか私は説明しませんでしたけれども、基本的には、細胞の中に入っ

て、細胞の機能を使ってワクチンの形になるわけですね。だから、まずは、細胞膜というのは脂肪分で、

細胞の中は水の部分なんですけれども、そこを通らなければ例えばいけない。ＲＮＡというのも、実は今

日時間がないので余り説明しませんでしたけれども、メッセンジャーＲＮＡとか、トランスファーＲＮ

Ａとか、幾つかありますので。 

 たんぱくに読み替えるメッセンジャーＲＮＡには印がついているんですね。そういうものをどういう

ふうにつけているんだとか、どういうふうに処理しているんだというのは、恐らく、それぞれの研究者の

ノウハウがあって、その辺りは特許になっている可能性もかなりあると思いますので、基本的には今日

申し上げたかったのは、やはりこういうものは、大学なり、そういうアカデミアなりの研究と産業がもっ
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と日本は結びつかないと、大学でやることと産業がやることが乖離がし過ぎていて、早くいい成果を応

用していくというようなことの橋渡しが余りうまくできていない。 

 だから、今後は恐らく、私は、ＲＮＡワクチンというのは一つの大きな流れになる、まだもちろん安全

性確認は要りますけれども、じゃないかというふうには思っております。 

○宮川委員 ありがとうございます。 

 次に、小峰公述人にお願いします。 

 御意見の中で、ＧｏＴｏキャンペーンだとか、十万円の特別定額給付金の話がありましたが、もう一つ

大きな柱で持続化給付金がありますけれども、その持続化給付金に関してどういう御評価をされている

か。二度目のものを出す必要があるかどうか。 

 今、私のところには、今度、一時支援金が出ますが、やはり五〇％以上の収入減というのは、もうこれ

だけ長く続いていると三〇％減が続いていても苦しいという声もあるわけですけれども、持続化給付金

に関してちょっと御意見をいただければと思います。 

○金田委員長 小峰公述人、予定の時間が参りましたので、まとめて短めにお願いします。 

○小峰公述人 はい。 

 持続化給付金のような考え方は、私が適当だと思っている一時的な傷を長期的な傷にしない政策だと

いうことで、基本的にはそういうタイプの政策が望ましいというふうには思っておりますので、ＧｏＴ

ｏトラベルのような予算から、そちらにむしろシフトした方がいいんじゃないかというふうに私は思い

ます。 

 ただ、具体的にどんな条件でやっていったらいいのかというところまでは、私、十分承知しておりませ

んので、詳しいコメントは差し控えたいと思います。 

○宮川委員 時間が来ましたので、原田公述人、申し訳ありませんでした。 

 以上で終わります。ありがとうございました。 


